
中央職業能力開発促進協議会ワーキングチームの開催状況等について

情報収集対象の産業分野

資料１－２

○ヒアリング実施時期 令和５年７月～８月

○ヒアリング実施者 厚生労働省、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構

○ヒアリング先

①職業訓練実施機関 ５機関（いずれも中小企業）
公共職業訓練（委託訓練）３機関・・・埼玉県、千葉県、東京都
求職者支援訓練 ２機関・・・北海道、福岡県

②職業訓練受講者採用企業 ２社（いずれも中小企業）・・・東京都

デジタル技術の活用による地域の社会の課題解決を進めるため、デジタル人材の育成・確保が不可欠となっている

ことから、令和5年度についてはデジタル分野（特にＩＴ分野を対象）とした。

情報収集（ヒアリング）実施状況
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ヒアリング実施結果概要① （職業訓練実施機関-1）

ス
キ
ル

⚫ 自社の開発部門や業界団体からニーズを把握して適宜カリキュ

ラムに反映している。

⚫ 依然としてJavaの需要が根強いが今後はPythonやC++の需要も

見込めることから新規にコースを設定した。

⚫ 企業がDXを推進する専門性を持った人材を育成・採用するため

の指針であるDX推進スキル標準もみながらカリキュラムに反映

させている。

ｌＴ業界で新たに必
要とされているスキ
ル等に対応するため
の工夫はどのような
ものか。

⚫ 事務や営業等これまでの職業経験で培ったスキルに加えて、IT

スキルをプラスすれば、特に40代以降の就職可能性が高まる傾

向にある。

⚫ 今は様々な情報が電子化されており、どこの職場でもIT技術を

使わざるを得ない状況となっている。

デジタル分野（ＩＴ
分野）以外の分野で
必要とされているＩ
Ｔスキルはどのよう
なものか。

⚫ 資格の取得を目指すことは本人のモチベーションになる。

⚫ 従前からあった訓練に資格試験の受験を目指す内容を追加した

ところ、定員を上回る応募があり好評であった。

⚫ 地元企業はDX推進の機運は上がってきたものの求めるレベル

はまだ低く、資格取得が必ずしも就職に結び付きにくい。

⚫ 年に１度しか試験がない資格だと設定が難しい。

ＩＴ分野の訓練での
資格取得等による委
託費等の上乗せをど
のように考えるか。

資
格
取
得

「資格取得」が受講増

に繋がる効果もあるが、

取得に時間がかかるな

ど課題もあり、デジタ

ル分野の訓練の設定増

には新たな措置が必要。

④

デジタル分野の訓練の

他分野への応用につい

て受講者・求人企業へ

訴求することが就職を

促進。②

他の訓練分野において

も基礎的ITリテラシー

が求められている。③

企業ニーズ等の把握に

努め、当該ニーズの変

遷に対応できるようカ

リキュラムを見直して

いる。

カリキュラムの見直し

には、DX推進スキル

標準の活用も有効。①

【検討課題等】【実施機関からのご意見】【質問】
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就
職
支
援

講師に関して、デジ
タル分野（ＩＴ分
野）は他の分野とど
のような違いがある
のか。

⚫ ソフトウェアのライセンス料やセキュリティ管理費用など。

⚫ スペック維持のため定期的にPCの入れ替え等が必要。

⚫ サーバー構築などの演習に係るクラウドサービス費用。

⚫ 集合研修では１人の講師が50人から100人ぐらいを教えている

こともあるので緩和してくれると助かる。

⚫ 他の在職者向け訓練でも講師1人で30人を教えている。

⚫ チームに分かれて成果物を作成するとき等は講師が多いほうが

よい。

講師の配置基準をど
のように考えるか。

講
師

デジタル分野（ＩＴ
分野）特有の設備や
費用はどのようなも
のがあるのか。

⚫ エンジニアの実務経験を持ち、プログラミング言語に精通し、

指導も巧みな三拍子揃った人材の確保が難しい。

⚫ 人件費が一番費用がかかる。エンジニアとして他社にスポット

で行く際と同じくらいの金額になる。

就職支援に関するハ
ローワークとの連携
をどのように考える
か。

⚫ ハローワークと定期的に情報交換できる場があるとなお良い。

⚫ ハローワークで訓練生が参加しやすいよう指定来所日に合わせ

た求人説明会を行う等してほしい。

設
備
等

デジタル分野の講師人

材の確保が課題。⑤

講師配置基準について

は緩和も一案（ただし、

訓練内容等による）。

⑥

デジタル分野特有の設

備面での費用負担も課

題。⑦

効果的な就職支援のた

めには、ハローワーク

との連携強化が有効。

⑧

ヒアリング実施結果概要① （職業訓練実施機関-2）
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ヒアリング実施結果概要② （職業訓練受講者採用企業）

採
用

⚫ 人手不足のため未経験者でも採用しているのが現状であり、基

礎的な知識を習得している公的職業訓練修了生の採用は前向き

に検討している。他分野に比して就職率が低いという状況が意

外。

⚫ 特に、マネジメントができる人材については、自社育成が難し

い状況もあるため、他業種でチームマネジメントの経験がある

者（小売店の店長など）は採用可能性が高まる。

⚫ 一方、あくまで教科書どおりの知識を身につけていても、プラ

スアルファでリアルな仕事を経験した人でないと現場では受け

入れられにくく、実務経験重視の傾向はある。

公的職業訓練受講者
が採用されるための
条件は何か。

⚫ プログラム開発は基礎として当然知っておく必要はあるが、実

務上はプログラム開発の占める割合はあまり高くなく、設計

書・仕様書等のドキュメント作成能力、プレゼンテーションな

どのコミュニケーション能力が重要。

⚫ より実践的なカリキュラムがあると良い。例えば、ECサイトを

チームで作る→バグを仕込む→原因を調べるといった内容。

公的職業訓練により
習得しておくことが
望ましいスキルは何
か。

ス
キ
ル

訓練カリキュラムの構

築にあたり、プログラ

ミング言語の習得等に

加え、より実践的な内

容も加味することが有

効。⑩

他分野での経験がデジ

タル分野への就職に資

することについて受講

者・求人企業へ訴求す

ることが就職を促進。

⑨

⚫ 中小企業は大手とは異なり、実務経験豊富な即戦力を確保する

ことは困難であり、公的職業訓練によりデジタルスキルを身に

付けた者は貴重な人材であるため、定員を増やしてもらえると

ありがたい。

⚫ 公的職業訓練によりスキルを身に付けた人材が供給されている

ことを知らない事業主も多い。事業主に対しても制度の広報に

力を入れれば求人が増え、就職可能性が高まるのではないか。

その他公的職業訓練
に期待することは何
か。

そ
の
他

デジタル分野の訓練の

設定増に向けた取組が

必要。⑪

就職率向上（求人確

保）のため、事業主に

対する広報強化が必要。

⑫

【検討課題等】【採用企業からのご意見】【質問】
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ヒアリング結果を踏まえた今後の対応について

◼ 令和６年度概算要求に、デジタル分野の訓練コースの

委託費等の上乗せ拡充を計上。（具体的には、DX推進

スキル標準対応訓練コース又はデジタル分野の資格取

得率等が一定割合以上の訓練コースに委託費等を上乗

せ。）

• 公的職業訓練により技術力のある人材が供給されていることや、デジ

タル分野の訓練で学んだ技術・知識が他分野でも応用できること、他

分野での経験がデジタル分野への就職に資することを受講者・求人企

業に訴求することが有効である。② ⑨ ⑫

ヒアリング結果を踏まえて、今後、以下のような取組を行う予定。

◼ 講師配置基準の緩和について検討。

◼ 企業実習を組み込んだデジタル分野の訓練コースへの

委託費等の上乗せは引き続き措置。

◼ 令和６年度概算要求に、デジタル分野の実践経験を積

むための「実践の場」を創出するモデル事業を計上。

◼ ハローワークの求人部門と訓練部門との連携により、

訓練修了者歓迎求人等の確保を推進。

◼ デジタル以外の分野の職業訓練に、基礎的ＩＴリテラ

シー要素を加味する方向。

◼ 訓練実施機関からハローワークの求職者に対する事前

説明会や見学会の開催を推進。

＜訓練設定＞

＜就職支援＞

• 今後とも、デジタル分野の訓練の設定を促進する必要があり、既存の

制度に加えて、新たな措置が必要となっている。④ ⑪

• 他方で、デジタル分野の訓練は、講師人材の確保や、分野特有の設備

等にかかる費用負担が課題になっている。⑤ ⑦

• カリキュラムの見直しには、DX推進スキル標準の活用も有効との意

見がある。①

• 講師の配置基準については、緩和しても問題がないとの意見もある。

⑥

• 訓練カリキュラムの構築にあたり、プログラミング言語の習得等に加

え、より実践的な内容も加味することが就職に有効である。⑩

• デジタル以外の訓練分野においても基礎的ＩＴリテラシーが求めれて

いる。③

• 効果的な就職支援のためには、職業訓練実施機関とハローワークとの

連携強化が有効である。⑧ 5


